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この点は仕方がないと割り切らざるを得まい。
　とはいえ，株主の同意なしに株主を会社から排除するその他のキャッシュ・
アウト手段（全部取得条項付種類株式，株式併合，組織再編）はいずれも多数
派株主による少数派株主の締出しであることと比較すると，キャッシュ・アウ
ト手段としての売渡請求制度の特殊性は明らかである。その点を考えると，裁
判所が売買価格決定裁判において，排除される支配株主の株式に支配プレミア
ムを加算して経済的な補償を実現することが求められるところであり，間接的
であるが，そのことを通じて，少数派株主による多数派株主の追い出しに対す
る一種の抑止効果が期待されることになう。
　あるいは，譲渡制限株式の売渡請求制度を定款に定める株式会社にあって
は，支配株主・多数派株主の保有株式が相続または包括遺贈により相続人・受
遺者に一般承継された場合に，支配株主等の地位を承継した相続人等が，少数
派株主のみが参加する株主総会の決議に基づく売渡請求の発動によって当該会
社から排除される事態を防ぐ方法として，当該会社の定款に，会社が売渡請求
を行うためには株主総会決議のほか種類株主総会の決議を要するものとする拒
否権付種類株式（会社法108条１項８号）を発行することができる旨を定めた
上で，当該種類株式を予め支配株主・多数派株主に発行し保有させることが考
えられる。支配株主等の死亡を原因としてその保有株式をこの種の種類株式も
含めて承継した一般承継株主は，少数派株主側が売渡請求のための株主総会決
議を成立させようとしても，種類株主総会としてこれを否決することにより，
当該株主総会決議の成立を阻止することができる。したがって，拒否権付種類
株式を用いた防御策の採用も，実務上の工夫として検討の余地はあろう。
　ただ，売渡請求を受けた多数派株主としての一般承継株主が議決権を行使で
きないものとされながら，当該株主総会決議の成立に対して拒否権を発動でき
るとすることは，売渡請求を受ける一般承継株主を除いた残存株主の意思のみ
で売渡請求の決定を行わせようとする売渡請求制度の趣旨・構造との関連で，
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問題なしとはせず，このような拒否権付種類株式の発行・利用が会社法上可能
かどうかは一つの問題であるかもしれない。
　また，仮に拒否権付種類株式を用いた上記防御策が支配株主側に認められる
としても，譲渡制限株式の一般承継が合併や会社分割を原因として行われる
ケースも含めて当該防御策が認められてよいかどうかは，改めて検討を要する
問題と思われる。ここでは，多分に，合弁当事会社の変動が問題となるところ，
一般承継株主が合併または会社分割により過半数株式を取得した場合にも，当
該一般承継株主を引き続き株主として扱い共同事業を行うのか，それとも当該
株主を共同事業から排除するのかの判断は，少数派株主として残存する合弁当
事会社側が行うべきだからである。
　紙幅の関係上，これらの点については問題の指摘にとどめ，その検討は他日
を期したい。
